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研究成果の概要（和文）：小国ラトヴィヤの成立史を通して、冷戦終焉後に、ラトヴィヤがど

のように新しい国際秩序の形成にかかわろうとしたかを明らかにした。特に、1990 年代、「ラ

トヴィヤ国家」と「ラトヴィヤ国民」を目指す新たな歴史像が、なぜ、創られているかを国家

成立の研究史を通じて示した。複雑な国際環境の中で、独立にしか主体性を見出せなかったラ

トヴィヤ国家の成立そのものが脆弱であったことにその理由を見つけることができる。 

 

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to explain how small country it 

is  to try to survive and develop with its own initiative in the international community 

The author explained that how Latvia tried to join the System for New Order after the 

end of the Cold War, reconsidering the formation of Latvian Republic after the First World 

War  and its historiography. 

This shows us, firstly, how small country it is to manage to join the international 

order.  It shows us, secondly, the reason why Latvia had to start as a nation state, even 

though it had had political weakness. This paper will shed light on the questions on the 

making of Latvia with hardly having her actuality after the First World War.  In other 

words, the Latvia’s independence would be affected greatly by the international 

momentum. 

 This is the reason why the development of Latvia’s independence in 1918 had been 

described as inevitable current of history. The Development of a history of the Nation 

in Latvia depends on the Latvia’s orientation, then the Development of the textbooks 

of history in Latvia after 1991, appeared us they have rather strong influence from the  

Latvian diplomacy these days. 
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１． 研究開始当初の背景 

 

冷戦終結後の新しい国際秩序形成において、

ラトヴィヤは、1991年に他のバルト諸国とと

もに独立を回復、「ヨーロッパへの回帰」を

目標とし、欧州連合への加盟と地域の安全保

障の観点からNATOへの加盟をともに2004年に

果たした。この過程において、欧米諸国に並

ぶ民主主義国家の形成と国家独立の安定が模

索され、新秩序形成への係わり合い方が明ら

かになってきた。 

特に、環バルト海地域の地域統合に見られ

る新秩序形成も試みられてきた。このような

動向は、1918年に「ラトヴィヤ国家」が成立

し、新しい国際秩序への参加を模索する中、

同様の傾向がみられた。これは、バルト三国

に共通する傾向であった。 

 1991年（リトアニアは1990年）のソ連から

独立を回復すると、エストニア、リトアニア

は新たな憲法を採択した。しかし、ラトヴィ

ヤだけは、最初の独立時代の憲法の修正を繰

り返してきている。この1922年に採択された

ラトヴィヤ憲法が、いぜんとして現在の国家

基盤においていることこそ、ラトヴィヤが国

家の成立をどのような位置付けにおいている

かを明確に示している。それは、また、第一

次世界大戦後の国際秩序への参画のプロセス

や国家成立過程でラトヴィヤがどのような位

置付にあったのかが重要な背景となっている

と考える。 

 応募研究では、独立国家成立から1920年代

前半と、ソ連からの独立回復から1990年代前

半に目を向けながら、共時的、通時的な比較

研究を通して、小国ラトヴィヤの国際秩序形

成との関係性を明らかにし、国際関係史の中

での小国の役割について考察を試みた。 

 特に、このラトヴィヤの事例を通して、相

対的地位が下がっている「国民国家」を国際

関係史の文脈でとらえなおし、「国民国家」

や「民族自決」についての理論的考察の土台

としようとしている。 

 

 

 

２． 研究の目的 

 

次の 2 点を明らかにする。 

①ラトヴィヤ国家成立に関する研究史を通

じて、冷戦終焉後に独立を回復したラトヴィ

ヤで、なぜ、新たな「ラトヴィヤ国家の国民

史」が創られようとしているかを明らかにす

る。 

②小国ラトヴィヤの「国民国家」志向と新国

際秩序形成との関係性を明らかにし、国際関

係史の文脈に位置付ける。 

 

３． 研究の方法 

 

本応募研究課題は、1920年代と1990年代の

ラトヴィヤの新国際秩序への模索を比較検

討するものである。従って、ラトヴィヤの独

立当初の1920年代の史料及び1990年代以降

のラトヴィヤの状況を把握する必要がある。 

方法は、次の3つの方法で実施する。 

①冷戦期の史料的制約から解放されたラト

ヴィヤ国立歴史文書館の文書や現地図書館

の史・資料の徹底的利用。 

② 現地での研究状況および現状把握と当

該関係者へのインタビュー。 

③バルト地域に関する研究者、研究機関等で

の歴史および国際関係についての意見交換

による研究の促進。例えば、以下の機関など。 

ラトヴィヤ（ラトヴィヤ大学、ラトヴィヤ国

際問題研究所、歴史研究所等）、他のバルト

諸国（タルト大学、ヴィリニュス大学、歴史

研究所等）、スウェーデン（ストックホルム

大学、国際問題研究所）、フィンランド（ト

ゥルク大学、タンペレ平和研究所）、デンマ

ーク（国際問題研究所）、ドイツ（北・東研

究所/リューネブルク、ベルリン自由大学、

ヘルダー研究所/マールブルク、バルト歴史

学会等）、アメリカ（バルト研究推進学会）、

イギリス（グラスゴー大学バルト・ユニット）

等。 

④国際学会での発表や参加。 

 

 

 



４．研究成果 

 

これまでもできるだけ国際学会での発表

の場を求めてきたが、この研究計画を実施す

るにあたっても、バルト研究関係のヨーロッ

パとアメリカでの国際学会で積極的に発表

してきた。このような機会への参加は、バル

ト研究の世界的動向を知る上でも有益であ

った。 

研究でとりわけ関心をもって進めたのは、 

1990 年代以降のラトヴィヤの動向をみたと

き、なぜ、「ラトヴィヤ国家の国民史」が創

られようとするのか、これは、ラトヴィヤ国

家の成立そのものが脆弱な故ではないだろ

うかという点である。 

1990 年代には、ラトヴィヤの歴史研究が

ラトヴィヤ大学歴史研究所および歴史学科

歴史を中心に積極的に進められた。中でも、

特に強調されたのが、ホロコーストと並んで

ソ連による「占領時代」が大統領傘下の国家

歴史委員会にとっての最大の課題となって

いる点である。 

加えて、独立回復前後から、1918 年の独

立国家形成に関わった政治家の活動記録に

ついての書物が次々と出版されたり、1930

年代の歴史書の再版が行われてきたことは

極めて興味深い。特に、1930 年代に出版さ

れた「歴史教科書」の再版は、1930 年に権

威主義体制が高まる中で、ラトヴィヤ民族や

ラトヴィヤ国家の成立の積極的根拠を見出

していく現象を思い起こさせた。 

上述の動向が示しているのは、1990 年代

にも、「ラトヴィヤ国家」と「ラトヴィヤ国

民」を目指す新たな歴史像が創られていると

いうことである。 

冷戦終結後のヨーロッパの東方拡大によ

り他の東・中央ヨーロッパ、バルト諸国と並

んで、ラトヴィヤは2004年5月1日にヨーロッ

パ連合に正式加盟を果たした。これは、1991

年に、ソ連から独立を回復してからのラトヴ

ィヤの外交政策の最優先事項であった。この

ラトヴィヤの独立回復とその後の国家形成

は、戦間期に独立をしていたラトヴィヤ共和

国をその存在基盤としている。したがって、

とりわけ、独立回復後の歴史の見直しにおい

て、この「国民国家」ラトヴィヤが、いかに

苦難の中から独立を勝ち取ったかという｢国

民の歴史｣が重視され叙述されているのが現

状である。このような描き方は、他のバルト

諸国の歴史叙述も含めて、一般的なバルト諸

国の国家形成史として、冷戦期は欧米の亡命

者によって示され、冷戦終結後は、地域内で

現われてきている。さらに、こういった歴史

叙述の傾向は、戦間期の独立時代にみられた

ような国民国家としての｢国民の歴史｣の叙

述を想起させるものであり、その歴史観の復

活のようにもみえてくる。20世紀末のこの現

象は、ラトヴィヤにとって、まさにソ連から

の分離・独立回復としての思想的な裏づけを

するための政治的な欲求の発露に他ならな

かった。 

ところが、実際のラトヴィヤの独立経緯を

歴史的な史実に基づいて考察するならば、果

たして、国家形成を目指して独立したのかと

いう疑問がわく。また、欧米の研究者が大国

のパワーポリティックスの視点に立って国

際政治的な観点から叙述する時、ラトヴィヤ

をはじめとするバルト諸国の独立は偶然の

産物であると主張することにも疑問が生じ

る。 

これらの疑問に対して、筆者は国際関係史

の視点から次のように考える。ラトヴィヤ人

の民族意識そのものは確かに19世紀後半か

ら育ってきていたものの、実際の国際関係の

複雑な動きとラトヴィヤ人の利益を反映す

るような主体的な動きとの複雑な絡み合い

が、歴史的経過の中で係わり合いながら展開

した結果、ラトヴィヤの独立に至ったと考え

るのである。換言するならば、ラトヴィヤ人

としての共通のアイデンティティや地域的

な一体性への要求は展開されながらも、国民

国家成立に向けての準備ができていないま

まに、複雑な国際環境の波間に投げ出された

ラトヴィヤ人が、歴史の流れの中でラトヴィ

ヤ人の利益を主体的に反映できるのは国民

国家であるという理解に至るという経過こ

そが、独立国家成立への重要な背景となるの

である。例えば、ラトヴィヤ人居住地域の統

一を主張するには、独立を宣言する以外に道

はないという状況は、きわめて興味深い。 

このような視点からラトヴィヤの独立経

緯を捉えることは、同時に、冷戦後のラトヴ

ィヤをはじめとするバルト諸国の今後のあ

り方を見定めるためのまさに前提条件とな

る歴史的背景を提示してくれた。 

というのも、現在、ラトヴィヤがヨーロッ

パ連合に参加しながら、一方で環バルト海諸

国として、地域の諸問題と発展のために、現

地の実体を反映させて解決しようと試みて

いるからである。ヨーロッパ、ロシア、北欧

の常に周縁に位置するラトヴィヤをはじめ

とするバルト諸国がどのように自立を模索

し、国際関係にいかに係わっていこうとして

いるか、また、現実にどのように対応してい

こうとしているかという問題考察の基盤を

ラトヴィヤ共和国成立史は提供してくれた



のである。このようにラトヴィヤの成立と

「国民史」の創造に対する疑問に応えること

で、現在のこの地域を中心とする国際関係の

理解につながることは、周縁や小国の動向を

通して、国際関係全体を見据えることができ

ることの一つの証左である。 
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